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教員評価制度における成果報酬に連動 した勤務評価に関する調査研究
一被評価者の 「納得度」 を中心として一 
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本稿の目的は, 公立学校教員を対象とする質問紙調査データの分析を通して, 教員評価制度における成果報酬に連動し
た勤務評価に対する被評価者の 「納得度」 の実相とその影響要因を明らかにすることである。
分析の結果, 次の諸点が明らかになった。
①自己申告による目標管理及び勤務評価の効果について, 教員個人の面では一定の効果が意識されているものの, 組織
性 ・ 集団性の面での効果が意識されていない。
②教員は日常の校長との関係や校長の評価姿勢や評価力に対して比較的肯定的な意識であり, 特に, 小学校, 中学校で
その傾向が強い。
③処遇反映結果 (成績区分) に対する意識について, 処遇反映結果 (成績区分) に対して, 「自己評価通りである」 と
いう意識が強く, 処遇反映結果に対する納得度と理解度については, 両者ともに比較的肯定的な意識である。 学校段階間
の有意な差は認められない。
④新しい人事評価制度の目的と仕組み・ 内容の認識は比較的肯定的なものである一方で, それらの妥当性に対して, 否
定的な意識である。 また, 制度における結果及びプロセスの公正性に対して, 否定的な意識である。
⑤処遇反映結果に対する納得度に影響を及ぼす要因について, 全体において, 「制度の 『プロセスの公正性』」, 「処遇反
映の自己評価」, 「校長の評価姿勢 ・ 評価力」, 「制度の仕組み・ 内容の認識」, 「目標管理の諸取組の意義」, 「制度の仕組
み・ 内容の妥当性」 が有意な正の影響を及ぼしている。
⑥理解度に影響を及ぼす要因について, 全体において, 「目標管理の諸取組の意義」, 「制度の目的の認識」, 「処遇反映
の自己評価」, 「制度の 『プロセスの公正性』」, 「制度の仕組み・ 内容の妥当性」 が有意な正の影響を及ぼしている。 
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I 問題の背景と目的
地方公務員法及び地方独立行政法人法の一 部を改正す
る法律 (2014年 5 月改正, 2016年 4 月施行) の制定によ
り, 教育公務員においても, 能力に基づく任用制度の確
立と人事評価制度が導入されることになった。 同法第23 
条には, 任命権者に対して, 職員の人事評価を公正に行
わなければならないこと, 人事評価を任用 ・ 給与 ・ 分限
その他の人事管理の基礎として活用すること, 職員の執
務について定期的に人事評価を行わなければならないこ
とが規定されている。 文部科学省が発表した 「平成28年
度人事評価システムの取組状況 (2017年 4 月 1 日現在)」
によれば, 全国47都道府県及び20政令市において, 評価
結果の活用分野等のう ち, 特に, 昇給 ・ 降給への活用が
42 自治体 (62.7%) , 勤勉手当への活用が43 自治体
(64.2%) と報告されている。 すなわち, 全国の 6割に
おいて, 「成果報酬に連動した勤務評価(以下, 「成果報
酬制度」) 」 が導入されている状況にある。 しかしながら, 
後述するように, 成果報酬制度の導入は, これまでの教
員評価研究の成果に鑑み, 成果報酬制度の問題点の縮減
や職務意欲や資質能力の向上等の学校改善に寄与し得る
運用方法など学校経営への影響が予想され, 被評価者の
「納得度」が学校経営上の重要な検討課題と捉えられる。
そこで, 本稿では, 教員評価制度における成果報酬に
連動した勤務評価に対する被評価者の 「納得度」 の実相
とその影響要因を明らかにすることを目的とする。 
*兵庫教育大学先導研究推進機構教育政策ト ップリーダー養成カリキュラム研究開発室 准教授
* *鹿児島大学 * * * 玉川大学 * * * *広島大学
173 
平成30年10月25 日受理
諏 訪 英 広 高 谷 哲 也 湯 藤 定 宗 林 孝
II 先行研究の検討
学校経営領域における教員評価に関する研究, 特に, 
成果報酬制度に関する先行研究を概観した時, 懐疑的 ・ 
批判的評価が多い状況がある。 勝野(2002) は, 1980年
前後に導入されたアメ リ カやイギリスでの先行事例を検
討し, 教員評価の結果に基づく業績主義給与 (メリ ット
ペイ) が教員個人間の競争を助長し, 教員集団の共同性
を阻害するなど概ね失敗に終わったと指摘している。 そ
して, わが国の教員評価が, 競争原理 ・ 市場原理による
成果主義に基づく管理と分配に重きを置いた制度を目指
すならば, 両国の二の舞になること を懸念する。 岡村
(2002) は, 排除・ 統制の面から, 評価による人事考課
制度が, 問題教員対策の流れにあり, 不適格・ 不適切な
教員を判断 ・ 認定するための日常的な管理装置として機
能することの問題性を指摘する。 古賀(2008) は, 教員
評価が教員の能力開発や人材育成を目的としている限り
においては肯定的に捉えることができるとしつつ, 人件
費の抑制政策を目論む政治的企図の存在があるならば, 
そこには厳しい監視のまなざしを向ける必要があること
を指摘する。 また, 勝野 (2008) は, 集団的・ 協働的な
職務遂行が求められる教職の特質に鑑みた時, 個人に強
く焦点を当てる教員評価が集団性を帯びる教師文化との
間で直ll船を生じさせ, 協働性と同僚性を壊す危険性を指
摘している。 これら以外にも, 教員の資質能力を評価し
得るという教員評価の前提そのものに対する批判として, 
相l原 (2012) は, 教育 学習活動は自己言及的性格を強
く持つため教員の力量を測定することは無理であり, 現
行の評価システムを維持させよう とするならば, 教員評
価は恣意的に翻訳され実際と書類上の大きなズレが生じ, 
結果として, 制度が形骸化すると指摘する。
民間企業の成果報酬制度に視点を移すと, 1990年代後
半以降, 日本企業は 「成果主義」 への人事制度改革を精
力的に進めてきたが, 必ずしも成功しているとはいえな
い状況があることや, 成果報酬制度の廃止あるいは改善
が主張されている状況もある(城 2004, 高橋 2004など)。 
そのような中, 成果主義的な処遇制度や人事評価に対す
る受容性や納得性を対象とした研究の蓄積が進んでいる。 
なぜなら, どのような制度であっても, 被評価者が評価
や処遇結果を認めて受け入れない限り, 制度を円滑かつ
効果的に実施することはできないからである。
民間企業を対象と して被評価者の評価制度及び評価結
果に対する 「納得度」 に関する研究を行ってきている江
夏 (2014) は, 「納得度」 の向上という視点からのマネ
ジメ ントいかんによって, 所期の目的が達成される可能
性のあることを指摘している。 評価制度の納得度や満足
度に関する研究は, 評価制度上の要因に関するものと評
価制度運用上の要因に関するものに区分でき (飯干
2007) , 制度のとらえ方からその運用面にシフト してい
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るという (前浦 2008)。 また, 納得に関する研究では過
程の公平性と結果の公平性の2 つによって公平性が決ま
ることに基づき研究が進められている。 過程の公平性は, 
評価するプロセス(評価者の客観性や人間性, 自分が意
見を言うことができるかなど) に基づき, 結果の公平性
は他者と自分のInput とOutcome を比較した際に, 評価
が公平に行われているかといった衡平理論に基づいてい
る (小笠原・ 高橋2012)。
人事考課の満足に影響する要素を検討 した井手
(1993) は, 分配の公平さに関する先行諸研究の知見と
して, 「分配結果に対する満足は, 分配結果がそれを比
較した他者より も多いか少ないかより も, 分配結果が公
平であるかどうかによって影響されること」 が見出され
てきたこと, 「手続きの公平さが結果とは独立して満足
に効果を及ぼす」 ことを立証する研究が行われてきたこ
とを報告している。 そのうえで, ある精密機器会社の労
働組合員を対象とした自身の調査から, 給与という報酬
の分配においても人事考課という評価の分配においても, 
「結果 (outcome) の大きさそのものよりは貢献( input) 
に対する結果 (outcome) の公平さの方が満足の決定因
としては大きい」 との結論を得ている。 また, 結果の公
開性や異議申し立てといった意見表明の仕組みについて
は, 直接には人事考課の公平さに影響していないといえ, 
それが実際に公平さを高めるよう に機能するためにはコ
ミ ュニケーショ ンや評価の正確さなどがともなわなけれ
ばならないことを明らかにしている。
中嶋 (2007) は, マネジメ ント手続きの実施とそれに
対する従業員の受容度が評価結果の納得性に与える影響
を分析している。 中嶋は, 人事評価制度を構築する時, 
「基準を明確にし, 評価者が到達度を正確に評価して, 
それらを説明すれば評価の納得度が高まる」 という暗黙
の仮定があるが, この仮定には無理があると指摘してい
る。 評価規準を完備することには多くの困難があり, 実
際の評価にあたっては, そのときどきに評価規準を微妙
に修正する努力が必要となる。 その結果, 人事評価には
管理者の主観的認定に頼らざるを得ない点が残る。 その
ため, 評価制度の改革は, 単に評価規準の変更に終わる
ものではなく, 評価決定のための手続きやその運用の変
革までを含めて実施される。 したがって, 評価制度につ
いて研究するためには, 「評価制度の内容を把握するだ
けに留まらず, 管理者による評価手続きの運用にまで踏
み込む必要があろう」 と主張している。 そして, 人事評
価制度に対する従業員の納得度が, どのような手続きと
その運用によって決定するのかを分析した結果, 職場目
標を説明し部下に納得させることや部下の能力に応じて
公正に仕事配分を行うことが人事評価制度の納得度を高
めることを明らかにしている。
前浦 (2008) は, 人事評価の結果と人事評価制度を支
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える諸制度の機能の二つの側面に着目し, ある自治体に
おける人事評価シートの分析とアンケート調査から, 納
得度に影響を及ぼす要因を検討している。 その結果, 人
事評価シートの分析において, 最終評価である二次評価
の絶対区分が評価結果に対する納得度に最も影響を及ぼ
しており, 点数の高低と納得度の関係が強いことが明ら
かとなっている。 また, 人事評価制度を支える仕組みと
しての, 評価結果の開示, 評価者面談, 苦情相談制度の
なかで, 評価結果の開示と評価者面談が機能しているこ
とが明らかとなっている。 同調査では, 自己評価から一 
次評価における点数の変化が評価結果の納得性と強い関
係がみられ, 評価者面談の成果が影響を及ぼしていると
推定されている。 つまり, 一次評価の合間に実施される
評価者面談で, 評価者 (上司) と被評価者との間でコミ ュ
ニケーショ ンの機会が確保され, 現行業務の相互理解や
評価内容のフイー ドバツクなどが行われ, 被評価者が評
価の適切さや自分の長所 ・ 改善点を知るとともに, 評価
以外のことについても話し合う ことになり, その結果, 
被評価者は事前に評価の予想がつきやすく, 納得しやす
いと考察されている。
以上の研究動向を踏まえると, 教員評価における成果
報酬制度の問題点を縮減させ, 職務意欲や資質能力の向
上等の学校改善に寄与し得る運用方法のあり方を解明す
る研究においても, 学校教員の場合には納得度がどのよ
う な要素から影響を受けているかを解明するとともに, 
そこに民間企業を対象とした研究(以下, 「企業研究」) 
の知見とどのよう な異同が見出されるのかを丁寧に論証
する調査研究の蓄積が不可欠である。
そこで, 本稿では, 教員評価制度における成果報酬に
連動した勤務評価に対する被評価者の 「納得度」 の実相
とその影響要因を明らかにすることを目的とする。 
III 研究の方法
1 . 調査対象自治体 (A県) の概要
( 1 ) 調査対象自治体 (A県) の選定理由
本稿では, 次の 2 つの理由からA 県の成果報酬制度
を対象とする。1 点目は, A県は, 教員の資質能力の向
上と学校組織の活性化を目的とし 「育成」 に主眼を置き, 
評価システムを継続的に改善, 実施して来ているが, そ
のことと成果報酬制度がどのよう に関連するのか否か, 
何かしらの影響が見られるのか否かが注目されることで
ある。 2 点目は, 成果報酬に連動した教員評価制度は, 
労使間の対立や主義主張の混線を生みやすい性質のもの
であり, 調査の実施に難色を示されるなどの困難が伴う
が, 筆者らはこれまでA県教育委員会及び学校関係者
との共同的な研究や実践を継続し, 一定のラポー ルを形
成しており, 調査の実現可能性が高いことである。 
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( 2 ) A県における成果報酬に連動した勤務評価の概要
1 ) 成果報酬制度の導入と人事評価を構成する評価
A県における成果報酬制度は, 2016年度の勤務評価
(基準日 : 2 月 1 日) が2017年度の昇給 (基準日 : 2018 
年 1 月 1 日) と勤勉手当 (基準日 : 2017年 6月 1 日及び
12月 1 日) に反映されるという形で導入された。 処遇反
映結果 (成績区分) 通知は, 2017年 6 月勤勉手当までに
通知される。 なお, 人事評価は, 能力評価及び実績評価
により行い, 能力評価は, 勤務評価の 「能力 ・ 意欲」 の
評価, 実績評価は, 「自己申告による目標管理の成果」
の評価である。
2 ) 昇給及び勤勉手当の成績区分・ 分布率等
昇給及び勤勉手当の成績区分 ・ 分布率等は, 表 1 , 表
2 の通りである。 
表 1 昇給の成績区分・ 分布率等
区分 
A 
極めて良好 
B 
特に良好 
0 
良好 
D 
やや良好で 
ない 
E 
良好でない 
昇給 
号給数 
55歳未満 6号 5号 4号 2号 昇給無 
55歳以上 2号 2号 1号 昇給無 
分布1 (目安) 5% 25% 
表 2 勤勉手当の成績区分・ 分布率等
区分 特に優秀 優秀 良好 良好でない 
成績率 105/100未満 
93.5/100以上 
105/100未満 
93.5/100以上 82/100 82/100未満 
分布率 
(以上) 5% 30% 
3 ) 昇給及び勤勉手当への活用手続き
①枠の配分
昇給における 「A 極めて良好」 及び勤勉手当におけ
る 「A 特に優秀」 を 「最上位」, 昇給における 「B 特
に良好」 及び勤勉手当における 「B 優秀」 を 「上位」
とし, 学校ごとに, 昇給は, 最上位 : 5 %, 上位 : 25%, 
勤勉手当は, 最上位 : 5 %, 上位 : 30% という分布率に
相当する教諭 (主幹教諭・ 指導教諭含む) 数を 「枠」 と
して配分する。
②評価点の算出方法
勤務評価結果を用いて作成した勤務評価シートにある
評定を, G : 5 , A : 4 , B : 3 , C : 2 , D : 1と数値
化し, 能力 ・ 意欲全体の平均値を算出する。算出された
数値 (x ) がそのまま評価点 (評価点 I ) となる。 また, 
勤勉手当に活用する評価点の算出方法は, 上記した 「5 
~ 1 」 により自己申告による目標管理の成果の平均値を
Yとして, x とY を用いた計算式= 「(x X 2 +Y) /3)」
により数値を算出する。 算出された数値が評価点 (評価
点 II ) となる。
③最上位及び上位の区分に該当する教論の選定
最上位及び上位の区分に該当する教諭の選定にあたっ
ては, 配分された枠内で, 評価点が2.5以上の対象者の
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中から, 次の方法で選定する。
a. 各学校において, 評価点順に, 約10%を第1 グループ,
約30% を第2 グループと してグルー ピングを行う。
b. 第 1 グループの中から最上位を選定し, それ以外の第
1 グループの者を上位区分とする。
c. 第 2 グループの者から残りの上位を選定する。
d. 校長の評価点が同点の場合の取扱い
校長の最上位及び上位の区分の選定に当たり, 評価点
が同点の場合 , それぞれ次の観点等を踏まえ, 総合的に
判断して選定する。 評価点I については, ア. 「能力 ・ 
意欲」 の数値の合計が大きい教論, イ. 勤務評価結果に
c , D が少ない教論, 評価点 II については, ア. 「自己
申告による目標管理の成果」 の数値の合計が大きい教諭, 
イ. 勤務評価結果に G, A が多い教諭となっている。 
2 . 調査の実施方法
調査対象者は, A県 (政令市除く) の全公立小学校 ・ 
中学校 ・ 高等学校 ・ 中等教育学校 ・ 特別支援学校(計
489校) に在籍する主幹教諭 ・ 指導教諭 ・ 教諭のう ち, 
各校 5 名ずつ計2,455名である。 ただし, 学校によって
は , 対象者が 5 名に満たないケースもあったため, 実際
の対象者は, 上記数字よりも下回る。
2018年 2 月 1 日, 各校長に, 先述した5 名分の調査票
等を同封の上, 調査依頼書を送付した。 校長には, 主幹
教諭, 指導教諭, 教諭 (前年度に勤務評価を受けた教論
を対象とするため, 教諭歴 2 年目以上) のうち, 以下の
要領にて, 対象者を選定し, 調査票を配布してもらった。 
・ 主幹教論 ・ 指導教諭のいずれか1 名, 最も年齢の高い
教論 1 名, 最も年齢の低い教論1 名, その他の教論2 
表 3 回答者及び動務校の基本属性
名 (年齢バランスの考慮) の計 5 名。
・ 主幹教諭 ・ 指導教諭が不在の場合は, 教諭のみで良い。 
・ 対象者が5 名未満の場合は, 最大人数で良い。
調査対象者には, 文書にて倫理的配慮を説明した上で, 
2 月16日 (金) までに回答 (無記名回答) 済み調査票を
投函 (個別返送) してもらうよう依頼した。
本調査では, 校長による調査票の配布及び対象者によ
る回答及び返送をもって, 調査協力に対する同意を得た
ものと理解した。 
3 . 回収結果
配布数・ 有効回収数・ 有効回収率は, 次の通りである。 
小学校 : 1,480通・517通・34.9%, 中学校 : 575通・213 
通・37.0%, 高等学校 : 310通・95通・30.6%, 中等教育
学校 ; 5通・4 通・80.0%, 特別支援学校 : 75通・34通・ 
45.3%, 学校種不明 : 9 通, 全体 : 2,445通・872通・ 
35.5%
本稿では, 学校種分析を行う ため, サンプル数が少な
い中等教育学校と学校種不明のデータを除外した859通
(35.1%) のデータを使用することとする。 
4 . 回答者の基本属性
回答者の基本属性は, 表 3 の通りである。 
IV 分析の結果
1 . 教員評価制度に対する意識
まずは, 調査実施前年度 (2016年度) における教員評
価制度に対する意識を見ていく。 
小学校 
(517) 
中学校 
(213) 
高等学校 
(95) 
特別支援学校 
(34) 
全体 
(859) 
実数 比率 実数 比率 実数 比率 実数 比率 実数 比率 
1. 性別 男性 
女性 
224 43.4% 
292 56.6% 
129 60.8% 
83 39.2% 
66 69 5% 
29 30 5% 
19 55.9% 
15 44.1% 
438 51.1% 
419 48.9% 
2. 年齢 20代 
30代 
40代 
50代~ 
119 23.1% 
92 17.8% 
135 26.2% 
170 32.9% 
45 21.2% 
48 22.6% 
37 17.5% 
82 38.7% 
14 147% 
17 179% 
21 221% 
43 45 3% 
6 17.6% 
5 14.7% 
10 29.4% 
13 38.2% 
184 21.5% 
162 18.9% 
203 23.7% 
308 35.9% 
3. 職階 主幹教諭 
指導教諭 
教諭 
25 5.0% 
19 3.8% 
459 91.3% 
16 7.7% 
13 6.2% 
180 86.1% 
10 10 6% 
6 6.4% 
78 83 0% 
3 9.4% 
2 6.3% 
27 84.4% 
54 6.4% 
40 4.8% 
744 88.8% 
4. 主任等 あり 
なし 
293 59.6% 
199 40.4% 
102 49.0% 
106 51.0% 
38 40 9% 
55 59 1% 
16 50.0% 
16 50.0% 
449 54.4% 
376 45.6% 
5. 教員数 10名以下 
11 ~ 20名 
21 ~ 30名 
31 ~ 40名 
41 ~ 50名 
51 名以上 
55 10.7% 
218 42.2% 
120 23.3% 
48 9.3% 
34 6.6% 
41 7.9% 
5 2.3% 
49 23.0% 
56 26.3% 
47 22.1% 
31 14.6% 
25 11.7% 
1 11% 
3 3.2% 
11 117% 
6 6.4% 
15 16 0% 
58 617% 
0 0.0% 
0 0.0% 
2 5.9% 
5 14.7% 
2 5.9% 
25 73.5% 
61 7.1% 
270 31.5% 
189 22.1% 
106 12.4% 
82 9.6% 
149 17.4% 
平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 
6. 教員通算経験年数 19.1 12.2 19 4 12.0 21.9 12 2 21.7 11.9 19 6 12.1 
7. 現任校着任年数 3.4 2.3 37 2.4 5.5 39 3.6 2.8 37 2.6 
8. 校長の着任年数 2.1 0.9 21 0.9 2.3 11 1.g 1.0 21 1.0 
註 全項日とも, 調査実施前年度 (2016年度)について回答してもらった, 
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教貝評価制度における成果報酬に連動した勤務評価に関する調査研究
( 1 ) 自己申告による目標管理の効果と自己評価
諏訪 (2015) を参考として, 自己申告による目標管理
の効果と自己評価に関する11項目を設定した。 設問文は, 
「先生白身はどのように感じておられましたか。」 であり, 
選択肢は, 「1 . 全くそう思わない」 「2 . そう思わない」
「3 . そう思う」 「4 . とてもそう思う」 であった。 学校
段階別比較を行った結果が表4 である。
全体において, 中位点 (2.5) を超えた項目は3項目
であった。 上位2項目は, 「2 . 自身の良さや課題を冷
静に見つめ直すことができた。 (2.71)」 「6 . 自身の思
いや考えを校長に理解してもらえた。 (2.67)」, 下位 2 
項日は, 「8 . 学校組織が活性化した。(2.21)」 「7 . 教
職貝集団の連携 ・ 協力関係が向上した。(2.28)」 であっ
た。
自己申告による日標管理の自己評価 (「10. 自分自身
の評価 (自己評価) は高かった。」 は, 2.35と中位点を
下回った。 また, この仕組みに対する賛否 (「11. この
仕組みに賛成であった。」) は, 2.07と中位点を大きく下
回った。 全項目における学校段階別比較について, 有意
な差は認められなかった。 
( 2 ) 勤務評価の効果と白己評価
諏訪 (2015) を参考として, 勤務評価の効果と白己評
価に関する11項目を設定した。 設問文は, 「先生自身は
どのよう に感じておられましたか。」 と問う た。 選択肢
は, 「1 . 全くそう思わない」 「2 . そう思わない」 「3 . 
そう思う」 「4 . とてもそう思う」 であった。 学校段階
別比較を行った結果が表5 である。
全体において, 中位点 (2.5) を上回った項目は8項
目中 3 項目であった。 上位2 項目は, 「5 . 校長の思い
や考えを理解することができた。(2.63)」 「2 . 白身の
良さや課題を冷静に見つめ直すことができた。 (2.58)」
「6 . 自身の思いや考えを校長に理解してもらえた。 
(2.67)」, 下位 2 項目は, 「8 . 学校組織が活性化した。 
(2.21)」 「7 . 教職員集団の連携・ 協力関係が向上した。 
(2.28)」 であった。 自己申告による目標管理の自己評価
(「10. 自分自身の評価 (自己評価) は高かった。」 は, 
2.35 と中位点を下回った。 また, この仕組みに対する賛
否 (「11. この仕組みに賛成であった。」) は, 2.07と中
位点を大きく下回った。 全項日における学校段階別比較
について, 有意な差は認められなかった。 
( 3 ) 自己申告による目標管理の各取組の意義
自己申告による目標管理の各取組の意義に関する5 項
目を設定した。 設問文は, 「先生ご自身は, どのように
感じておられましたか。」 であり, 選択肢は, 「1 . 全く
意義を感じなかった」 「2 . 意義を感じなかった」 「3 . 
意義を感じた」 「4 . とても意義を感じた」 であった。 
学校段階別比較を行った結果が表6 である。
全体において, 中位点を超えた項目は5 項目中 4 項目
表 4 自己中告による目標管理の効果と自己評価 : 学校段階間比較
小学校 
N. Mean. S.D. 
中学校 
N. Mean. S.D. 
高等学校 
N. Mean. S.D. 
特別支援学校 
N. Mean. S.D. 
全体 
N. Mean. S.D. 
2. 自身の良さや課題を冷静に見つめ直すことができた, 
6. 自身の思いや考えを校長に理解してもらえた。 
5. 校長の思いや考えを理解することができた, 
4. 学校組織の一 員と しての自覚が向上した。 
1. 仕事 ・ 職務に対する意欲が向上した。 
3. 教師と しての力量が向上した。 
9. 学校改善につながった。 
7. 教職員集団の連携・ 協力関係が向上した。 
8. 学校組織が活性化した。 
508 2.69 0 69 
509 2.67 0 68 
509 2.57 0 72 
507 2.50 0 72 
508 2.41 0 71 
508 2.36 0 68 
509 2.27 0 71 
509 2.30 0 70 
508 2.22 0 68 
209 2.71 0 66 
210 2.75 0 67 
210 2.63 0 69 
209 2.45 0 75 
210 2.42 0 70 
209 2.41 0 72 
210 2.30 0 71 
210 2.25 0 72 
208 2.19 0 71 
94 2.82 0 72 
94 2.56 0 70 
94 2.48 0 74 
94 2.57 0 74 
94 2. 48 0 73 
94 2. 48 0 70 
93 2.32 0 74 
94 2.23 0.72 
94 2.24 0 73 
33 2.67 0.85 
34 2.53 0.75 
34 2.38 0.78 
34 2.29 0.76 
33 2.21 0.60 
34 2.21 0.73 
34 2.24 0.85 
34 2.26 0.79 
34 2.15 0.78 
844 2.71 0.69 
847 2.67 0.68 
847 2.57 0.72 
844 2.49 0.73 
845 2.41 0.71 
845 2.38 0.70 
846 2.28 0.72 
847 2.28 0.71 
844 2.21 0.70 
10. 自分自身の評価 ( 自己評価) は高かった。 
11 . この仕組みに賛成であった。 
507 2.32 0 63 
507 2.05 0 77 
210 2.41 0 65 
210 2.06 0 78 
94 2. 43 0 61 
93 2.12 0 79 
34 2.21 0.59 
34 2.21 0.84 
845 2.35 0.63 
844 2.07 0.78 
註2 項目1 ~ 9について, 全体において, 平均値の高い順に並べ, 最も平均値の高い校種を太字 ・ 下線で示している, なお, 項目左の番号は調査票の番号である, 
註3 : 統計的検定結果は, * * * p<0 001, * * pc 01, * : P<0 05で示す, 以下の表においても同様である,
註4 F検定及び多重比較の結果, いずれについても, 統計的有意差は認められなかった,
表 5 勤務評価の効果と自己評価 : 学校段階間比較
小学校 
N Mean. S D. 
中学校 
N Mean. S D. 
高等学校 
N. Mean. S D. 
特別支援学校 
N. Mean. S D. 
全体 
N. Mean. S D. 
5. 校長の思いや考えを理解することができた。 
2. 自身の良さや課題を冷静に見つめ直すことができた。 
6. 自身の思いや考えを校長に理解してもらえた。 
1. 仕事 ・ 職務に対する意欲が向上した。 
4. 学校組織の一 員と しての自覚が向上した。 
3. 教師と しての力量が向上した。 
9. 学校改善につながった。 
7. 教職員集団の連携 ・ 協力関係が向上した。 
8. 学校組織が活性化した。 
499 2.65 0.71 
498 2.60 0.71 
499 2.59 0.71 
499 2.44 0.73 
499 2.43 0.74 
498 2.34 0.69 
500 2.25 0.73 
499 2.24 0.73 
498 2.20 0.71 
207 2.66 0.73 
205 2.57 0.69 
206 2.61 0.73 
205 2. 45 0.73 
205 2.39 0.74 
206 2.32 0.73 
205 2.23 0.72 
204 2.19 0.71 
205 2.16 0.71 
94 2.55 0.77 
94 2.52 0.71 
94 2.50 0.74 
94 2.40 0.75 
94 2.43 0.74 
94 2. 44 0.76 
94 2.26 0.76 
94 2.21 0.79 
94 2.17 0.77 
34 2.47 0.75 
34 2.59 0.66 
34 2.29 0.68 
34 2.41 0.61 
34 2.29 0.72 
34 2.44 0.75 
34 2.26 0.79 
34 2.21 0.81 
34 2.18 0.83 
834 2.63 0.72 
831 2.58 0.70 
833 2.58 0.72 
832 2.44 0.73 
832 2.41 0.74 
832 2.35 0.71 
833 2.24 0.73 
831 2.23 0.73 
831 2.18 0.72 
10. 自分自身の評価 ( 自己評価) は高かった。 
11 . この仕組みに賛成であった。 
499 2.49 0.73 
500 2.07 0.80 
207 2.57 0.75 
207 2.10 0.78 
94 2.55 0.71 
93 2.16 0.76 
34 2.47 0.75 
34 2.24 0.85 
834 2.52 0.73 
834 2.09 0.79 
註2 : 項目1 ~ 9について, 全体において, 平均値の高い順に並べ, 最も平均値の高い校種を太字 ・ 下線で示している, なお, 項目左の番号は調査票の番号である, 
主3 : F検定及び多重比較の結果, いずれについても, 統計的有意差は認められなかった, 
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表 6 自己中告による目標管理の各取組の意義 : 学校段階間比較
小学校 
N Mean. S.D. 
中学校 
N Mean. S.D. 
高等学校 
N Mean. S.D. 
特別支援学校 
N Mean. S D. 
全体 
N Mean. S D. 
2 当初面談 
4 最終面談 
5 管理職による授業観察 
3 中間面談 
1 自己目標シー トの作成 
510 2.67 0.69 
509 2.67 0.72 
508 2.69 0.73 
510 2.58 0.70 
509 2.41 0.74 
211 2.74 0.65 
211 2.70 0.69 
210 2.70 0.69 
211 2.63 0.69 
210 2.38 0.72 
94 2.76 0.65 
93 2.66 0.76 
93 2.51 0.89 
93 2.52 0.73 
94 2.49 0.76 
33 2.58 0.79 
33 2.67 0.85 
34 2.65 0.81 
33 2.67 0.82 
34 2.38 0.70 
848 2.70 0.68 
846 2.67 0.72 
845 2.67 0.74 
847 2.59 0.71 
847 2.41 0.73 
言主2 : 全体において, 平均値の高い順に並べ, 最も平均値の高い校種を太字 ・ 下線で示している, なお. 項目左の番号は調査票の番号である.
部 : F検定及び多重比較の結果, いずれについても, 統計的有意差は認められなかった.
校長との関係 : 学校段階間比較
小学校 
N. Mean S.D 
中学校 
N Mean S D 
高等学校 
N Mean S D 
特別支援学校 
N Mean S D 
全体 
N Mean S D 
F検定 多重比較 
10 校長は, 私の話しに耳を傾けてくれた, 
11 校長は, 新たな課題や問題に挑戦することを応援し 
てくれた, 
9 校長は, 公正な ( = 偏りなく適正な) 姿勢で接してく 
れた , 
1 校長と良好なコ ミュニケーショ ンが取れていた, 
2 校長を良きリーダーと して捉えていた, 
3 校長に仕事上の相談をすることができた. 
8 校長は, 仕事に対する意欲を高めてくれた, 
5 校長は, 生徒指導の面でサポートしてく れた, 
6 校長は, 校務分掌の面でサポートしてくれた, 
7 校長は, 職場の人間関係の面でサポートしてくれた. 
4 校長は, 教科指導の面でサポートしてくれた, 
516 3 15 0 66 
516 3.10 0 67 
516 3.05 0 75 
516 3 02 0 69 
516 3.04 0 77 
516 2.98 0 78 
516 2.91 0 78 
516 2.94 0 74 
516 2.80 0 76 
516 2.75 0 77 
515 2. 66 0 79 
213 3.16 0 65 
213 3 09 0 66 
212 3 01 0 71 
211 3.07 0 69 
212 2 97 0 75 
212 2 92 0 73 
213 2 87 0 73 
212 2 85 0 74 
213 2 80 0 73 
212 2 69 0 78 
213 2 49 0 75 
94 2 93 0 68 
94 2 84 0 72 
94 2 86 0 70 
94 2 85 0 70 
94 2 68 0 79 
94 2 66 0 85 
94 2 55 0 89 
94 2 38 0 86 
94 2 50 0 86 
94 2 39 0 83 
94 2 23 0 87 
34 2 97 0 76 
34 2 94 0 81 
34 3 00 0 78 
34 2 79 0 84 
34 2 71 0 80 
34 2 59 0 99 
34 2 59 0 92 
34 2 41 0 96 
34 2 47 0 90 
34 2 44 0 93 
34 2 32 0 81 
857 3 12 0 66 
857 3 06 0 68 
856 3 02 0 74 
855 3 00 0 70 
856 2 97 0 78 
856 2 92 0 79 
857 2 85 0 79 
856 2 83 0 78 
857 2 76 0 78 
856 2 68 0 79 
856 2 56 0 80 
** 
** 
* 
*** 
*** 
*** 
*** 
** 
*** 
*** 
小 **, 中高* 
小 高**, 中高* 
小 一高* , 中一高** 
小 一高**, 中一高* 
小 一高***, 中一高** 
小 一高***, 小一特** 中一高***, 中一特** 
小 高* * , 中 高
小 高***, 中高* 
小 一高***, 中一高** 
言主2 項目1~ 3について, 全体において, 平均値の高い順に並べ, 最も平均値の高い校種を太字 - 下線で示している
表 8 校長の評価姿勢と評価力 : 学校段階間比較
なお, 項目左の番号は調査票の番号である
小学校 
N. Mean. S.D. 
中学校 
N. Mean. S.D. 
高等学校 
N. Mean. S.D. 
特別支援学校 
N. Mean. S.D. 
全体 
N. Mean. S.D. 
F検定 多重比較 
1. 校長は, 公正な (= 偏りなく 適正な) 
姿勢で評価してく れた。 
3. 校長は, 私の仕事や活動をよく 理解し 
て評価してくれた。 
2. 校長は, 私の仕事や活動をよく 見て評 
価してくれた。 
515 2.98 0 62 
514 2. 93 0.69 
515 2. 91 0 70 
211 3.03 0.60 
211 2.91 0.69 
211 2.89 0.70 
94 2 77 0.75 
94 2.59 0.82 
94 2 53 0.83 
34 2 88 0.73 
34 2.71 0.80 
34 2 68 0.77 
854 2 96 0 64 
853 2.88 0.72 
854 2 85 0 73 
** 
*** 
*** 
小一高* , 中一高** 
小一高***, 中一高** 
小一高***, 中一高*** 
4 校長の評価力は信頼できた。 515 2.90 0 68 212 2. 93 0.69 93 2 60 0.78 34 2 68 0.77 854 2 87 0 71 *** 」、一同* * , 甲一同* * * 
言主2 ・ 項目1 ~ 3 について. 全体において, 平均値の高い順に並べ. 最も平均値の高い校種を太字 ・ 下線で示している. なお. 項目左の番号は調査票の番号である
であった。 最上位項目は, 「2 . 当初面談 (2.70)」, 最
下位項目は, 「1 . 自己目標シートの作成(2.41)」 であっ
た。 学校段階別比較について, 有意な差は認められなかっ
た。 
2 . 校長との関係と校長の評価姿勢 ・ 評価力に対する意識
( 1 ) 校長との関係
先行研究を参考としつつ, 「支援」 という観点から校
長と教員との関係に関する11項日を設定した。 設問文は, 
「先生自身はどのように感じておられましたか。」 であり, 
選択肢は, 「1 . 全くそう思わない」 「2 . そう思わない」
「3 . そう思う」 「4 . とてもそう思う」 であった。学校
段階別比較を行った結果が表7 である。
全体において, 全項目が中位点を上回った。 上位2 項
目は, 「10. 校長は, 私の話しに耳を傾けてく れた。 
(3.12) )」 「11. 校長は, 新たな課題や問題に挑戦するこ
とを応援してく れた。 (3.06)」 であり, 下位 2 項目は, 
「4 . 校長は, 教科指導の面でサポート してく れた。 
(2.56) )」, 「7 . 校長は, 職場の人間関係の面でサポー
ト してく れた。(2.68) )」 であった。 学校段階別比較に
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ついて, F検定の結果, 11項目中10項目で有意な差が認
められた。多重比較の結果, 10項目全てにおいて, 小学
校, 中学校と比較して, 高校が有意に低かった。 また, 
「5 . 校長は, 生徒指導の面でサポート してく れた。」 に
ついては, 小学校, 中学校と比較して, 高校に加え特別
支援学校も有意に低かった。 
( 2 ) 校長の評価姿勢と評価力
主として評価プロセスにおける校長の公正性の観点か
ら, 校長の評価姿勢と評価力に関する4 項目を設定した。 
設問文は, 「先生自身はどのよう に感じておられました
か。」 であり, 選択肢は, 「1 . 全くそう思わない」 「2 . 
そう思わない」 「3 . そう思う」 「4 . とてもそう思う」
であった。 学校段階別比較を行った結果が表8 である。
全体において, 校長の評価姿勢に関する3 項目とも中
位点を上回った。 学校段階別比較について, F検定の結
果, 全項目とも有意な差が認められた。多重比較の結果, 
全項目とも, 小学校, 中学校と比較して, 高校が有意に
低かった。 校長の評価力についても, 評価姿勢と同様の
結果であった。 
教員評価制度における成果報酬に連動した勤務評価に関する調査研究
表 9 処遇反映の結果 (成績区分) に対する自己評価 : 学校段階間比較
小学校 
N. Mean. S D. 
中学校 
N. Mean. S D. 
高等学校 
N. Mean. S.D. 
特別支援学校 
N. Mean. S.D. 
全体 
N. Mean. S.D. 
処遇反映の自己評価 487 2.06 0.46 205 2.08 0.53 89 2.00 0.56 32 2.00 0.51 813 2.06 0.49 、」
1注2 : 最も平均値の高い校種を太字 ・ 下線で示している, F検定及び多重比較の結果, いずれについても, 統計的有意差は認められなかった, 
表10 処遇反映の結果 (成績区分) に対する納得と理解: 学校段階間比較
小学校 
N. Mean. S.D. 
中学校 
N. Mean. S.D. 
高等学校 
N. Mean. S.D. 
特別支援学校 
N. Mean. S.D 
全体 
N. Mean. S.D 
1 「平成29年度の処遇反映の結果 (成績 
区分) 」 について, 納得している。 
2. 「平成29年度の処遇反映の結果 (成績 
区分) 」 について, 理解している。 
509 2.63 0.69 
509 2.71 0.65 
211 2.61 0.70 
211 2.72 0.64 
91 2.69 0.73 
91 2.82 0.64 
34 2.53 0.79 
34 2.74 0.79 
845 2.63 0.70 
845 2.72 0.65 
iま2 最も平均値の高い校種を太字 ・ 下線で示している, F検定及び多重比較の結果, いずれについても, 統計的有意差は認められなかった, 
表11 制度の目的及び仕組み・ 内容の認識と妥当性: 学校段階間比較
小学校 
N. Mean. S.D. 
中学校 
N. Mean. S.D. 
高等学校 
N. Mean. S.D. 
特別支援学校 
N. Mean. S.D. 
全体 
N. Mean. S.D. 
1. この制度の目的を知つている。 
3. この制度の仕組み ・ 内容を知つている。 
2. この制度の目的は, 妥当である。 
4. この制度の仕組み・ 内容は, 妥当である。 
514 2.73 0.66 
514 2.60 0.63 
513 2.09 0.69 
514 2.06 0.67 
212 2.68 0.70 
211 2.63 0.69 
211 2.11 0.70 
211 2.03 0.64 
95 2.80 0.66 
94 2.76 0.67 
94 2.24 0.71 
94 2.12 0.69 
34 2.79 0.59 
34 2.71 0.58 
34 2.18 0.72 
33 2.18 0.77 
855 2.73 0.67 
853 2.63 0.65 
852 2.12 0.70 
852 2.07 0.67 
註2 : 全体において, 平均値の高い順に並べ, 最も平均値の高い校種を太字 ・ 下線で示している, 
註3 : F検定及び多重比較の結果, いずれについても, 統計的有意差は認められなかった, 
3 . 処遇反映結果 (成績区分) に対する意識
( 1 ) 処過反映結果 (成績区分) に対する自己評価
処遇反映結果 (成績区分) に対する自己評価に関する
1 項目を設定した。 設問文は, 「ご自身の 『処遇反映の
結果 (成績区分)』 をどのように捉えておられますか。」
であり, 選択肢は, 「1 . 自己評価より低い」 「2 . 自己
評価通りである」 「3 . 自己評価より高い」 であった。 
学校段階別比較を行った結果が表9 である。
全体において, 中位点 (2) をやや上回った。 学校段
階別比較について, 有意な差は認められなかった。 
( 2 ) 処遇反映結果 (成績区分) に対する納得度及び理解度
処遇反映結果 (成績区分) に対する納得度及び理解度
に関する各1 項日を設定した。 設問文は, 「新しい人事
評価制度についてどのよう に捉えておられますか。」 で
あり, 選択肢は, 「1 . 全くそう思わない」 「2 . そう思
わない」 「3 . そう思う」 「4 . とてもそう思う」 であっ
た。 その際, 「納得」 を 「処遇反映の結果を肯定的に受
け止めること」, 「理解」 を 「納得の程度を問わず, 『処
遇反映の結果を受け入れる, あるいは受け入れざるを得
ない』 と受け止めること」 と定義した。 学校段階別比較
を行った結果が表10である。
全体において, 処遇反映の結果に対する納得度, 理解
度ともに, 中位点をやや上回った。 学校段階別比較につ
いて, 納得度, 理解度ともに, 有意な差は認められなかっ
た。 なお, 2項目の相関分析の結果, 小学校 (r = 0.809, 
p<0.001) , 中学校 (r= 0.789, p<0.001) , 高等学校 (r 
= 0.764 p<0.001) , 特別支援学校 (r= 0.816, p<0.001) 
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のいずれについても, 有意な高い相関が認められた。 
4 . 新しい人事評価制度 (成果報酬制度) に対する意識
( 1 ) 制度の目的及び仕組み・ 内容の認識と妥当性
制度の目的及び仕組み・ 内容の認識と妥当性に関する
4 項目を設定した。 設問文は, 「新しい人事評価制度に
ついてどのよう に捉えておられますか。」 であり, 選択
肢は, 「1 . 全く そう思わない」 「2 . そう思わない」
「3 . そう思う」 「4 . とてもそう思う」 であった。 学校
段階別比較を行った結果が表11 である。
全体において, 制度の目的と仕組み・ 内容の認識につ
いては中位点をやや上回ったが, それぞれの妥当性につ
いては, 中位点を大きく下回った。 学校段階別比較につ
いて, 有意な差は認められなかった。 
( 2 ) 制度における結果及びプロセスの公正性
制度における結果及びプロセスの公正性に関する各1 
項目を設定した。 設問文は, 「新しい人事評価制度につ
いてどのよう に捉えておられますか。」 であり, 選択肢
は, 「1 . 全くそう思わない」 「2 . そう思わない」 「3 . 
そう思う」 「4 . とてもそう思う」 であった。 学校段階
別比較を行った結果が表12である。 その際, 公正性を, 
「偏りなく適正であること」 と定義した。
全体において, 結果の公正性, プロセスの公正性とも
に, 中位点を大きく下回った。 学校段階別比較について, 
有意な差は認められなかった。 
諏 訪 英 広 高 谷 哲 也 湯 藤 定 宗 林 孝
表12 制度における結果及びプロセスの公正性 : 学校段階間比較
小学校 
N Mean. S.D. 
中学校 
N Mean. S.D. 
高等学校 
N Mean. S D. 
特別支援学校 
N Mean. S D. 
全体 
N. Mean. S D. 
この制度の 「結果の公正性 ( = 偏りなく 
適正であること) 」 は, 妥当である。 
この制度の 「プロセスの公正性(= 偏りな 
<適正であること) 」 は, 妥当である。 
513 2 06 0.71 
513 2 07 0.71 
211 2.08 0.67 
211 2.08 0.67 
91 2.09 0.68 
93 2.10 0.68 
34 2.29 0.80 
34 2.29 0.76 
849 2.08 0.70 
851 2.09 0.70 
言主2 : 最も平均値の高い校種を太字 ・ 下線で示している, F検定及び多重比較の結果, いずれについても, 統計的有意差は認められなかった, 
表13 校長との関係の因子分析結果 (主因子法, プロマックス回転後) 
因子 共通性 
因子 校長との良好関係 (α= 0 956) 
8 校長は, 仕事に対する意欲を高めてくれた, 
2 校長を良きリーダーとして捉えていた, 
3 校長に仕事上の相談をすることができた, 
5 校長は, 生徒指導の面でサポートしてくれた, 
10 校長は, 私の話しに耳を傾けてく れた, 
7 校長は, 職場の人間関係の面でサポートしてくれた, 
1 校長と良好なコ ミュニケーショ ンが取れていた, 
11 . 校長は, 新たな課題や問題に挑戰することを応援してくれた, 
6 校長は, 校務分掌の面でサポートしてく れた, 
9 校長は, 公正な (= 偏りなく適正な) 姿勢で接してく れた, 
4 校長は, 教科指導の面でサポートしてくれた. 
0 89 078 
0 87 076 
0 83 070 
0 83 068 
0 82 0 68 
0 81 0 66 
0 81 0 66 
0 80 0 63 
0 79 0 63 
0 78 0 60 
0 73 0 53 
累積寄与率 (%) 69.56 
5 . 処遇反映結果 (成績区分) に対する納得度及び理
解度に影響を及ぼす要因
次に, 処遇反映結果 (成績区分) に対する納得度及び
理解度の関連・ 影響要因に関する分析を行う。 納得度及
び理解度を被説明変数, 先行 ・ 関連研究の知見を踏まえ
て設定した諸変数を説明変数とする重回帰分析を行った。 
以下, 説明変数について説明する。 
( 1 ) 説明変数
1 ) 回答者の基本属性
個人特性の変数として, 性別 (ダミー変数: 男性 1 , 
女性0) , 年齢 ( 1 : 20代, 2 : 30代, 3 : 40代, 4 : 
50代以上) , 職階 ( 1 : 教諭, 2 : 指導教論, 3 : 主幹
教諭) , 主任有無 (ダミー変数: 有 1 , 無 0 ) , 教員通算
経験年数の 5 変数, 組織特性の変数として, 学校規模= 
教員数 ( 1 : 10名以下, 2 : 11~ 20名, 3 : 21~ 30名, 
4 : 31~ 40名, 5 : 41~ 50名, 6 : 51名~ ) の1変数を
用いた。
2 ) 教職観
「教員は, やりがいのある職業である。」, 「教員は, 
金銭的報酬を求めるこ と を大切にする必要がある。」 の
2 変数を用いた。
3 ) 職務満足度
「給与 (金銭的報酬)」, 「仕事 ・ 職務の全体」 の2変
数を用いた。
4 ) 校長との関係
11項目の因子分析 (主因子法, プロマックス回転, 固
有値1.0以上, 因子負荷量0.4以上。 以下同様。) の結果
(表13) , 1 因子が抽出され, 「校長との関係」(累積寄与
率= 69.56%, クロンバツクa= 0.956) と命名した。 因
180 
子を構成する項目の平均値を変数とした(以下同様)。 
5 ) 組織風土
管理職一教員及び教員間の関係性, 教員の成長や実践
の支援に焦点を当てて開発を行った米沢他(2010) によ
る12項目を用いた因子分析の結果 (表14) , 3 因子が抽
出され, 第 1 因子 「校長との肯定的雰囲気」(累積寄与
率= 49.83%, クロンバツクa= 0.994) , 第2 因子 「成長
的 ・ 挑戦的雰囲気」(累積寄与率= 62.22%, クロンバツ
クa= 0.852) , 第 3 因子 「開放的・ 一体的雰囲気」(累積
寄与率= 70.66%, クロンバツクa= 0.860) と命名した。 
因子間相関分析の結果, 全因子間において正の相関が見
られた。 
6 ) 教員評価制度に対する意識
①自己申告による目標管理の効果
10項目の因子分析の結果 (表15) , 1 因子が抽出され, 
「目標管理の効果」 (累積寄与率= 63.55% , クロンバツ
クa= 0.934) と命名した。 
②勤務評価の効果
10項目の因子分析の結果 (表16) , 1 因子が抽出され, 
「勤務評価の効果」(累積寄与率= 68.88%, クロンバツ
クa= 0.949) と命名した。 
③自己申告によ る 目標管理の諸取組の意義
5 項目の因子分析の結果 (表17) , 1 因子が抽出され, 
「目標管理の諸取組の意義」(累積寄与率= 72.45%, ク
ロンバツクa= 0.900) と命名した。 
教貝評価制度における成果報酬に連動した勤務評価に関する調査研究
表14 職場の組織風土の因子分析結果 (主因子法, プロマックス回転後) 
因子1 因子2 因子3 共通性 
因子1 校長との肯定的雰囲気( α= 0.944) 
11 「校長は教職員をサポートしてくれる」という雰囲気があった, 
10 校長を良きリーダーとして捉える雰囲気があった, 
12 校長と話すと「前向きに頑張ろう」と意欲が高まる雰囲気があった, 
9. 校長と教職員のコミュニケーションがとれている雰囲気があった, 
因子2 成長的・ 挑戰的雰囲気( α= 0.851 ) 
6. 教師としての力量を高めようとする雰囲気があった, 
8. 仕事・ 職務を評価・ 反省し, 良くしていこうとする雰囲気があった, 
5. 新たな課題や問題に挑戦していこうとする雰囲気があった, 
7 . 児童・ 生徒のために役立ちたいという雰囲気があった, 
13 学校教育目標は, 職場の中で「大切なもの」と認識されていた, 
14 各教員の能力・ 適性に応じて仕事や分掌が適正に割り当てられていた, 
因子3 開放的・ 一体的雰囲気( c = 0.860) 
2. 仕事・教育活動について気軽に相談できる雰囲気があった, 
1 . 個人的な悩みなどを相談できる雰囲気があった, 
4. 各自の考えや意見を自由に交換・ 交流できる雰囲気があった, 
3. 「われわれ」というまとまりある雰.囲気があった, 
0.96 0.86 
0.94 0.86 
0.92 0.80 
0.77 0.73 
0 93 0.68 
0 75 0.58 
0 73 0.56 
0 67 0.50 
0 57 0.41 
0 40 0.34 
0.98 0.80 
0 79 0.60 
061 0.62 
041 0.59 
因子間相関 因子1 
因子2 
因子3 
累積寄与率 (%) 
- 059 049 - 0 66 
49.83 6222 7066 
表15 目標管理の効果の因子分析結果 (主因子法, プロマックス回転後) 
因子 共通性 
因子 目標管理の効果 ( ell = 0 934) 
8 学校組織が活性化した, 
4 学校組織の一員と しての自覚が向上した, 
9 学校改善につながった, 
7 教職員集団の連携・ †ヵ力関係が向上した, 
1 仕事 ・ 職務に対する意欲が向上した, 
3 教師と しての力量が向上した, 
2 自身の良さや課題を冷静に見つめ直すことができた, 
5 校長の思いや考えを理解することができた, 
6 自身の思いや考えを校長に理解してもらえた, 
10. 自分自身の評価 (自己評価) は高かった, 
0. 86 074 
0. 85 072 
0.84 070 
0. 84 070 
0. 83 068 
0. 82 067 
0.74 055 
0.72 052 
0.64 0 41 
0.54 0 29 
累積寄与率 (%) 63. 55 
表16 勤務評価の効果の因子分析結果 (主因子法, プロマックス回転後) 
因子 共通性 
因子 勤務評価の効果 ( α= 0 949) 
4 学校組織の一員と しての自覚が向上した, 
9. 学校改善につながった, 
8 学校組織が活性化した, 
3 教師と しての力量が向上した, 
7 教職員集団の連携 ・ 協力関係が向上した, 
1 . 仕事 ・ 職務に対する意欲が向上した, 
2 自身の良さや課題を冷静に見つめ直すことができた, 
6 自身の思いや考えを校長に理解してもらえた, 
5 校長の思いや考えを理解することができた, 
10. 自分自身の評価 (自己評価) は高かった, 
0.87 075 
0.86 0.74 
0. 86 073 
0. 85 073 
0.85 073 
0.85 0.72 
0. 82 067 
0.76 058 
0.73 0 54 
0.62 0 39 
累積寄与率 (%) 68. 88 
表17 目標管理の諸取組の意義の因子分析結果 表18 校長の評価姿勢・ 評価力の因子分析結果
(主因子法, プロマックス回転後) (主因子法, プロマックス回転後) 
因子 共通性 
因子 目標管理の諸取組の意義 ( α= 0 900) 
3 中間面談 
2. 当初面談 
4 最終面談 
5 管理職による授業観察 
1 自己目標シー トの作成 
0. 93 086 
0 92 0.85 
0 91 083 
0 65 042 
0 63 0 39 
累積寄与率 (%) 72 45% 
因子 共通性 
因子 校長の評価姿勢 ・ 評価力 ( α= 0. 944) 
3. 校長は, 私の仕事や活動をよく理解して評価してく れた, 
2. 校長は, 私の仕事や活動をよく見て評価してく れた, 
4. 校長の評価力は信頼できた, 
1 . 校長は, 公正な ( = 偏りなく適正な) 姿勢で評価してくれた, 
0. 94 0 88 
0. 93 0 86 
0.90 082 
0. 83 0.68 
累積寄与率 (%) 85. 62 
7 ) 校長の評価姿勢 ・ 評価力
4 項日の因子分析の結果 (表18) , 1 因子が抽出され, 
「校長の評価姿勢 ・ 評価力」(累積寄与率= 85.62%, ク
ロンバツクa= 0.944) と命名した。 
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8 ) 新しい人事評価制度 (成果報酬制度)
処遇反映結果 (成績区分) に対する自己評価, 制度の
日的の認識, 制度の日的の妥当性, 制度の仕組み ・ 内容
の認識, 制度の仕組み ・ 内容の妥当性, 制度の 「結果の
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表19 処遇反映結果 (成績区分) に対する納得度及び理解度を被説明変数とする重回帰分析
全体 小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 
納得度 理解度 納得度 理解度 納得度 理解度 納得度 理解度 納得度 理解度 
検 β 定 
検 β 定 
検 β 定 
検 β 定 
検 β 定 
性別ダミー
年齢 
職階 
主任ダミー
教員経験通算年数 
全教員数 
職業観 : やりがいのある職業 
職業観 : 金銭的報酬を求めるこ 
職務満足度 : 給与 (金銭的報酬) 
職務満足度 : 仕事・ 職務の全体 
校長との関係 
目標管理の効果 
勤務評価の効果 
目標管理の諸取組の意義 
校長の評価姿勢・評価力 
処遇反映の自己評価 
制度の目的の認識 
制度の目的の妥当性 
制度の仕組み・ 内容の認識 
制度の仕組み・ 内容の妥当性 
制度の「結果の公正性」 
制度の「プロセスの公正性」 
- 0.080 ** 
0121 ** 
0174 *** 
0183 *** 
0.131 *** 
0120 ** 
0204 *** 
0205 *** 
0176 *** 
0185 *** 
0148 ** 
0151 *** 
0131 ** 
0236 *** 
0152 *** 
0.151 ** 
0345 *** 
0193 
0151 *** 
0.177 *
0325 *** 
- 0.187 ** 
0.158 * 
0.148 * 
0.187 * 
0.201 ** 
0.125 * 
0.297 
- 0.163 ** 
0.178 ** 
0.223 ** 
0234 *** 
0.357 *** 
0234 *** 
0406 *** 
0370 *** 
0395 *** 
0316 *** 
0419 ** 
0639 *** 
- 0361 構 
0.181 * 
0.226 ** 
0.400 構 
0.207 * 
0.543 構 
決定係数 0343 *** 0290 *** 0351 *** 0302 * 0.389 0421 *** 0409 *** 0193 *** 0693 *** 0.872 構 
言主2 : 有意性検定は*** p<0 001 , * * pc 01 , * : p<0 05を意味する, 
言主3 : 全モデルにおいて. VIF< 3 00であった, 
公正性」, 制度の 「プロセスの公正性」 の6 変数を用い
た。 
( 2 ) 処遇反映結果 (成績区分) に対する納得度及び理
解度に影響を及ぼす要因 : 重回帰分析
処遇反映結果 (成績区分) に対する納得度及び理解度
に影響を及ぼす要因を明らかにするために重回帰分析
(ステップワイズ法) を行った結果が, 表19である。 な
お, 組織風土の 3 つの因子については, いずれも, 納得
度 , 理解度と有意な正の相関であるにもかかわらず, 標
準偏回帰係数 (β) が有意な負の値を示した組み合わせ
がいく つか見られたため, 論理的説明のため, これを除
外して再度分析した。 
1 ) 納得度に影響を及ぼす要因
全体において, 「制度の 『プロセスの公正性』 (β= 
0.204, p<0.001)」, 「処遇反映の自己評価(β= 0.181, p 
<0.001)」, 「校長の評価姿勢・ 評価力 (β= 0.174, p< 
0.001)」, 「制度の仕組み・ 内容の認識(β= 0.131, p< 
0.001)」, 「目標管理の諸取組の意義(β= 0.121, p<0.01)」, 
「制度の仕組み・ 内容の妥当性(β= 0.120, p<0.01)」 が
有意な正の影響を及ぼしていた。 また, 「性別 (β= 
-0.080, p<0.01)」 については, 女性ほど有意に納得度が
高く なっていた。
学校段階別では, 小学校は, 「制度の 『プロセスの公
正性』 (β= 0.345, p<0.001)」, 「校長の評価姿勢 ・ 評価
力 (β= 0.236, p<0.001)」, 「処遇反映の自己評価(β= 
0.152, p<0.001)」, 「制度の仕組み・ 内容の認識(β= 
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0.151, p<0.01) 」, 「目標管理の諸取組の意義 (β= 0.131, 
p<0.01 ) 」 が有意な正の影響を及ぼしていた。
中学校は, 「制度の仕組み・ 内容の妥当性(β= 0.297, 
p<0.001)」, 「処遇反映の自己評価(β= 0.201, p<0.01)」, 
「職業観: 金銭的報酬を求めること(β= 0.158, p<0.05)」, 
「日標管理の諸取組の意義(β= 0.148, p<0.05)」, 「校長
の評価姿勢 ・ 評価力(β= 0.137, p<0.05)」, 「制度の目
的の認識 (β= 0.125, p<0.05) 」 が有意な正の影響を及
ぼしていた。 また, 「性別(β= -0.187, p<0.01)」 につい
ては, 女性ほど有意に納得度が高く なっていた
高等学校は, 「校長の評価姿勢 ・ 評価力(β= 0.406, p 
<0.001)」, 「処遇反映の自己評価(β= 0.370, p<0.001)」
が有意な正の影響を及ぼしていた。
特別支援学校は, 「制度の 『結果の公正性』(β= 0.639, 
p<0.001)」, 「職務満足度: 給与 (金銭的報酬) (β= 
0.419, p<0.001) 」 が有意な正の影響を及ぼしていた。
全体において有意な正の影響を及ぼす変数のうち, 学
校段階間で共通性が見られたものは, 「校長の評価姿勢 ・ 
評価力」 と 「処遇反映の自己評価」(小学校 ・ 中学校・ 
高等学校) , 「日標管理の諸取組の意義」(小学校・ 中学
校) であった。 学校段階別の差異性については, 特別支
援学校が他の学校段階とは比較的異なる結果であった。 
2 ) 理解度に影響を及ぼす要因
全体において, 「目標管理の諸取組の意義 (β= 0.205, 
p<0.001)」, 「制度の目的の認識(β= 0.189, p<0.001)」, 
「処遇反映の自己評価(β= 0.176, p<0.001)」, 「制度の
『プロセスの公正性』(β= 0.151, p<0.001)」, 「制度の仕
教員評価制度における成果報酬に連動した勤務評価に関する調査研究
組み・ 内容の妥当性 (β= 0.148, p<0.01) 」 が有意な正
の影響を及ぼしていた。
学校段階別では, 小学校は, 「制度の 『プロセスの公
正性』(β= 0.325, p<0.001)」, 「目標管理の諸取組の意
義 (β= 0.193, p<0.001)」, 「制度の仕組み・ 内容の認識
(β= 0.177, p<0.001)」, 「処遇反映の自己評価(β= 0.151, 
p<0.001 ) 」 が有意な正の影響を及ぼしていた。
中学校は, 「制度の日的の認識(β= 0.357, p<0.001)」, 
「制度の仕組み・ 内容の妥当性(β= 0.234, p<0.001)」, 
「処遇反映の自己評価 (β= 0.234, p<0.001) 」, 「日標管
理の諸取組の意義 (β= 0.223, p<0.01)」, 「職業観: 金
銭的報酬を求めること (β= 0.178, p<0.01)」 が有意な
正の影響を及ぼしていた。 また, 「性別 (β= -0.163, p< 
0.01)」 については, 女性ほど有意に理解度が高く なっ
ていた
高等学校は, 「制度の 『プロセスの公正性』(β= 0.316, 
p<0.001)」, 「目標管理の諸取組の意義 (β= 0.395, p< 
0.001 ) 」 が有意な正の影響を及ぼしていた。
特別支援学校は, 「制度の目的の妥当性(β= 0.543, p 
<0.001)」, 「職務満足度: 給与 (金銭的報酬) (β= 0.400, 
p<0.001)」, 「職業観: 金銭的報酬を求めること (β= 
0.226, p<0.01)」, 「職務満足度: 仕事・ 職務の全体(β= 
0.207, p<0.05)」, 「教員通算経験年数(β= 0.181, p< 
0.05)」 が有意な正の影響を及ぼしていた。 また, 「主任
(β= -0.361, p<0.001)」 については, 主任担当がないほ
ど有意に理解度が高く なっていた。
全体において有意な正の影響を及ぼす変数のうち, 学
校段階間で共通性が見られたものは, 「目標管理の諸取
組の意義」 (小学校・ 中学校 ・ 高等学校) , 「処遇反映の
自己評価」 (小学校 ・ 中学校) , 「制度の 『プロセスの公
正性』」(小学校, 高等学校) であった。 学校段階別の差
異性については, 特別支援学校が他の学校段階とは比較
的異なる結果であった。 
V まとめ
本稿の目的は, 教員評価研究ではまだ蓄積が進んでい
ない, 成果報酬に連動した勤務評価 (成果報酬制度) に
対する被評価者の 「納得度」 の実相とそれに影響を及ぼ
す要因を明らかにすることであった。 そこで, 教員評価
制度, 評価者 (校長) と被評価者 (教員) との関係, 処
遇反映結果 (納得度 ・ 理解度含む) と成果報酬制度に対
する教員の意識の傾向を把握した上で, 特に, 納得度に
影響を及ぼす要因を明らかにしてきた。
分析によって得られた知見を整理する。
第一は, 教員評価制度に対する意識について, 自己申
告による目標管理及び勤務評価の効果に対して, 両者と
もに, 「自分の良さを見つめなおす」, 「自身の思いや考
えを校長に理解してもらえる」, 「校長の思いや願いを理
183 
解する」 という点では比較的肯定的な意識であったが, 
「学校組織の活性化」, 「教職員集団の連携 ・ 協力関係」
を始め他の項目については, 否定的な意識であった。 ま
た, 自己申告による日標管理の各取組の意義に対しては, 
「自己目標シートの作成」 以外は比較的肯定的な意識で
あった。 以上のことについて, 学校段階間の有意な差は
認められなかった。 これらのことから, 新しい人事評価
制度 (成果報酬制度) の基をなす2 つの評価の柱につい
て, 教員個人の面では一定の効果が意識されているもの
の, 組織性 ・ 集団性の面での効果が意識されていないこ
とがうかがえた。
第二は, 日常の校長との関係と校長の評価姿勢 ・ 評価
力について, 日常の校長との関係に対して, 全体として, 
肯定的な意識であった。 特に, 「自身の話しに耳を傾け
てく れた」, 「新たな課題や問題への挑戦を応援してく れ
た」, 「公正な姿勢で接しく れた」 は, 高い肯定的意識を
有していた。 また, 校長の評価姿勢 ・ 評価力に対して, 
全体的評価項日である 「評価力は信頼できた」 について, 
肯定的な意識であり, 個別評価項目である 「公正な姿勢
で評価してく れた」, 「仕事や活動をよく理解して評価し
てく れた」, 「仕事や活動をよく見て評価してく れた」 に
ついても, ほぼ同じ値を示した。 学校段階別比較におい
て, 特に, 小学校, 中学校と比較して, 高等学校の意識
が有意に低かった。 以上のことから, 全体と して, 教員
は日常の校長との関係や校長の評価姿勢や評価力に対し
て比較的肯定的な意識であり, 特に, 小学校, 中学校で
その傾向が強いことがうかがえた。
第三は, 処遇反映結果 (成績区分) に対する意識につ
いて, 処遇反映結果 (成績区分) に対して, 「自己評価
通りである」 という意識であった。 また, 処遇反映結果
(成績区分) に対する納得度と理解度については, 両者
ともに比較的肯定的な意識であった。 以上のことについ
て, 学校段階間の有意な差は認められなかった。
第四は, 新しい人事評価制度 (成果報酬に連動した勤
務評価) に対する意識について, 制度の目的と仕組み・ 
内容の認識 (「知つている」) は, 比較的肯定的なもので
あった。 一方で, それらの妥当性に対して, 否定的な意
識であった。 また, 制度における結果及びプロセスの公
正性に対して, 否定的な意識であった。 以上のことにつ
いて, 学校段階間別比較において, 有意な差は認められ
なかった。
第五は, 処遇反映結果 (成績区分) に対する納得度及
び理解度に影響を及ぼす要因が見出された。 納得度では, 
全体において, 「制度の 『プロセスの公正性』」, 「処遇
反映の自己評価」, 「校長の評価姿勢 ・ 評価力」, 「制度
の仕組み・ 内容の認識」, 「目標管理の諸取組の意義」, 
「制度の仕組み・ 内容の妥当性」 が有意な正の影響を及
ぼしていた。 また, これらのう ち, 学校段階間で共通性
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が見られた変数は, 「校長の評価姿勢 ・ 評価力」 と 「処
遇反映の自己評価」 (小学校 ・ 中学校 ・ 高等学校) , 「目
標管理の諸取組の意義」 (小学校 ・ 中学校) であった。 
学校段階別の差異性については, 特別支援学校が他の学
校段階とは比較的異なる結果であった。 理解度では, 全
体において, 「目標管理の諸取組の意義」, 「制度の目的
の認識」, 「処遇反映の自己評価」, 「制度の 『プロセスの
公正性』」, 「制度の仕組み・ 内容の妥当性」 が有意な正
の影響を及ぼしていた。 また, これらのう ち, 学校段階
間で共通性が見られた変数は, 「目標管理の諸取組の意
義」 (小学校・ 中学校・ 高等学校) , 「処遇反映の自己評
価」 (小学校・ 中学校) , 「制度の 『プロセスの公正性』」
(小学校, 高等学校) であった。 学校段階別の差異性に
ついては, 特別支援学校が他の学校段階とは比較的異な
る結果であった。 納得度, 理解度に共通して有意な正の
影響を及ぼす変数は, 「目標管理の諸取組の意義」, 「処
遇反映の自己評価」, 「制度の仕組み・ 内容の妥当性」, 
「制度の 『プロセスの公正性』」 であった。
以上の結果を踏まえ, 企業研究の知見との異同点に焦
点を当てて考察を加える。
本調査では, 納得度に対する影響力の有無や程度を明
らかにするために, 回答者の個人特性 (属性, 教職観, 
職務満足度) , 組織特性 (教員数) , 教員評価制度に対す
る意識 (効果, 意義) , 回答者と校長との関係性 ( 日頃
の関係, 評価に関わる関係) , 制度の目的や仕組み・ 内
容に対する意識 (認識と妥当性) , 制度の結果とプロセ
スの公正性といった幅広い変数を設定し, 分析を加えた。 
結果として, 「制度 (評価基準等含む) の公正性や妥当
性」, 「校長の評価姿勢や評価力」, 「目標管理の諸取組の
意義」 に関する変数の影響力が見出された。 すなわち, 
設計と運用の公正性が担保されている制度, 評価者とし
ての校長に対する信頼, 評価に関わる校長とコミ ュニケー
ショ ンのツールと しての目標管理の諸取組が納得度に影
響を及ぼしているのである。 その中でも, 企業研究で指
摘される 「運用方法」 「プロセス」 「コミ ュニケーショ ン」
のあり方の重要性という点から, 特に注目されるのが, 
「目標管理の諸取組の意義」 であろう。 本調査では, 「目
標管理の効果」 そのものの影響力は見出されなかったも
のの , 評価運用方法 , プロセス, コミ ュニケーショ ンの
具体的な生起場面としての目標管理の諸取組が納得度に
影響を及ぼす可能性を見出すことができたと言えよう。 
その点では, 企業研究との共通点と言える。 しかしなが
ら, 一般に, 企業研究では, 特定の企業の全従業員ない
しは多数の従業員を対象とした詳細な項目 (面談の内容, 
評価結果通知, 異議申し立て等) を用いた調査が実施さ
れる。 それと比較して, 本調査は, A県において成果報
酬制度が導入されたばかりという こともあり, 詳細な項
目設定に至らず, 企業研究との十分な比較に至らないと
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いう限界性を有する。 また, 一般に, 企業における成果
報酬制度と評価活動は, 明確な数値目標 (業績) を媒介
と してなされ, 被評価者にとって処遇反映結果が明確に
意識されやすい。 それに比べ, 教員評価 , 特に A県の
成果報酬制度は, 他者との差が見えづらく, 処遇反映結
果に対する意識が必ずしも高く ないことが推察される。 
そういった意味で, 企業研究の知見を教員評価に関連付
けて考察する際に留意すべき点がある。
また, 企業研究の知見との比較に関して, 教員評価に
おける 「評価の個別化 ・ 個人化」 という観点に対する留
意が重要になろう。 前述したように, 「校長の評価姿勢
や評価力」 が納得度に影響を及ぼしているという知見は, 
確かに, 評価者一被評価者という2者関係で捉えるなら
ば容易に予想される結果と言えよう。 一般に, 企業にお
ける評価活動は, 360度評価, 同僚評価, グループ評価
と, 一人の被評価者に対して複数が関与し得る様々な手
法が採用されているのに対して, 通常, 教員評価は, 校
長一教員との2者関係のみでなされる。 例えば, 目標管
理における面談が, 複数の同僚から成るグループでなさ
れるケースは少ない。 つまり, 教員は, 他者 (同僚) の
目標やそれに基づく達成状況を知ることなく, 他者との
関係の中での相対的な評価結果やプロセスの公正性を看
取することなく, 校長との関係のみで目標管理に関与す
ることになる。 本調査において目標管理の諸取組が納得
度に影響を及ぼす可能性が見出されたことは, その意味
でも重要な示唆を含んでいると考えられる。 なぜなら, 
上記のような特質がある目標管理の営みの中で, 具体的
にはどのよう な取り組み方が納得度に影響を与えている
かを見出す詳細な調査の必要性を明らかにしたといえる
からである。 また, 仮に現在の目標管理の方法が納得度
につながっていたと しても, それが本当に教員の同僚性
構築や専門職としての教師の成長や教員集団のあり方に
資するか否かという観点からみた場合の妥当性について
は, 慎重な検討が必要であることが先行研究においてす
でに指摘されている(高谷 2011)。 今後, 企業研究の知
見を援用しつつも, 教員評価の独自性や特殊性を考慮し
た上で納得度に対する直接 ・ 間接的な影響要因を探究す
るとともに, そこで明らかになった現状の内実を教職の
専門性の視点から専門的に問う論考も同時に進める必要
がある。 本調査は, 教員評価研究を今後どのように進展
させていくかその方向性を明確化したという点でも大き
な意味があるだろう。
本稿の成果は, 成果報酬制度における教員の納得度に
影響を及ぼす要因の一端を明らかにしたことであるが, 
課題も残されている。 第一は, 前記したよう に, 評価に
かかる運用方法, プロセス, コミ ュニケーショ ンの変数
抽出とそれに基づく調査の実施及び分析である。 そのた
めには, 本稿で分析対象と して取り上げられなかった自
教員評価制度における成果報酬に連動した勤務評価に関する調査研究
由記述データの分析が急務となる。 第二は, 納得度に影
響を及ぼす変数間の相互関係の分析である。 本稿では, 
変数間の相対的影響力を見出す重回帰分析を採用したが, 
学校段階別の異同への着目とそれが生起する要因も含め, 
パス解析などを用いた直接 ・ 間接的影響の詳細分析が必
要となる。 第三は, 本稿で用いた定量データ, 本調査に
おける自由記述データ, 2017年度に実施し, 今後も継続
的に実施予定のイ ンタビュ (ー教育委員会, 校長, 教職
員団体幹部, 教員) データを用いた多面的分析が必要と
なる。 
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